
R5みらい会議活動報告（令和６年３月）





本発表では、
「公務員が行う、社会貢献活動で、かつ、報酬を得るもの」と定義

Youtubeなどで広告収入を稼ぐもの

収入を得ることを主目的としたアルバイト



国 家 公 務 員 副業のための環境整備
兼業や副業を促進

副業のための環境整備

知事公約に
「一次産業の人手不足などの地域課題に取り組む

道職員の副業を全道に広げていきます。」が掲載

民間労働政策：

：北 海 道

：



これらの問題を解消するため、
国・道では、許可基準の明確化を実施

公務員は、地方公務員法で副業が原則禁止
副業するには許可が必要

①法令や通知が複雑で、内容の把握が困難
②許可基準が設定・公表されていても不明確
③職員自身で副業の可否を判断することが難しい
④「副業」という言葉が独り歩きし、誤った認識・行動を助長



①人材不足への対応

②地域振興

③多様で柔軟な働き方の
ニーズへの対応

④職員の育成・スキルアップ



地域活性化や社会的課題の解
決に寄与する公共性の高い地
域・社会貢献活動

公益性が高く継続的な地域貢献
活動と認められるもの

令和４年度に許可基準の
明確化を実施

許可基準の明確化を行ったという
通知は出していないものの、
基準そのものは道と同程度に明確

・日高振興局では、
R4年度17名、R5年度36名
（いちご収穫や昆布干し）

・檜山、留萌など一部の振興局でも
実績あり

スキーインストラクターなど
スポーツ指導員で数件



札幌市の副業の実績が少ない

基準の明確化を通知している道においても、

日高振興局以外では副業の動きが弱い



その原因はどこにあるのか

副業への需要がないのか

副業をできることを知らないのか

制度内容が分からないのか

副業したくても、
本当にやって良いか不安で
一歩を踏み出せないだけなのか



みらい会議の活動を通じて

道・市の課題を探求し

道・市職員の

副業の可能性を

広げます



アプローチの先に
副業の可能性

先行自治体研究
（日高振興局・政令市）

職員ニーズ調査

民間ニーズ調査
（NPO法人・JAさっぽろ）

副業体験
（子ども食堂）



• ナナイロひだかサポーター制度を創設

• 人手不足を解消し、職員は地域の魅力

を学び、経験を公務へ還元

• 一石二鳥、三鳥が副業

• 市町村に波及していくことを期待

• 確定申告の方法など説明会を実施

• 副業従事者が前年度より大幅増

（R4：17人→R5：36人）

• 副業の継続を希望する職員が９割

◀

北村教育部長

（元日高振興局長）

▶
日高振興局

井溪地域政策課長

◀活動報告会

（日高振興局）



京都市が
圧倒的に多い

なぜか…？

副業件数（20政令市）

and more・・・・



基準が明確であることに加え、
リーフレットを作成し
市として副業を応援する姿勢
を強く打ち出している



その他、特に公益性の高い地域貢献活動

保健、医療又は福祉の増進を図る活動

社会教育の推進を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

観光の推進を図る活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

環境の保全を図る活動

災害救援活動

地域安全活動

国際協力の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

科学技術の振興を図る活動

経済活動の活性化を図る活動

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

消費者の保護を図る活動

農村等の振興を図る活動



• 公務員として培ったスキルは有用
• 副業は社会に多くを還元可能
• NPO専従は道内１万人ほどで人手不足
• 社会課題の解決という点で

公務員とベクトルは同じ
• NPOの求人を行政に効果的につなぐ点で

中間支援組織はポイント

• 市内・市外近郊共に高齢化が顕著
• 副業に一定の需要

▲白石区役所 川村保健福祉課長

▲NPO法人 札幌チャレンジド
加納理事長





「興味がわかない」「制度の詳細がよくわからない」
「副業の見つけ方がわからない」等の
環境整備により改善できる回答が多かった。
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・基準を単に明確にするだけでは
副業は推進されない

・リーフレットによる周知などで
組織が職員を応援する姿勢が重要

・公務員又はその能力は
求められている

・求人をいかに職員に
つなぐことができるか

・制度が理解されていない
・やりたいという需要がある
・多様な業種に需要がある

・公務で得られない新鮮な体験
・公務とは違う充実感と達成感

先行自治体研究
（日高振興局・政令市）

民間ニーズ調査
（NPO法人・ JAさっぽろ）

職員ニーズ調査 副業体験
（子ども食堂）


